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◆２４年度実施内容

　小牧南小学校他７小中学校に災害用仮設トイレ（災害弱者兼用)１５基配備した。

また、災害対策本部に可搬型衛星携帯電話を１基配備した。

◆２４年度直接経費の内訳

　消耗品費（1,270千円)

　  備蓄用簡易トイレ、災害用備蓄敷マット等

　防災設備整備工事(7,352千円)

　　防災無線移設工事等

　災害対策用備品購入費(4,445千円)

　　災害用簡易組立トイレ、可搬型衛星携帯電話

災害対策設備整備事業

事業類型 施設整備系

　災害時において迅速に応急対応するための備蓄資機材を備える。

会計区分

事業番号 017

平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート

市長公室

事事事事

　　　　

　　　　

業業業業

　　　　

　　　　

のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

一般会計 担当課

事務事業名

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

担当部

事業期間

防災体制を充実する

1

平成１２年度以前

市民生活

2

～

総合計画

分野別計画

予算区分

内容

（手段）

141

根拠法令・個別計画 　小牧市地域防災計画

危機管理課

危機管理係

4

平成３０年度以降

防災

担当係

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

◆25年度直接経費の内訳

　消耗品費（1,318千円)

　  備蓄用簡易トイレ、災害用備蓄敷マット等

　手数料（41千円)

    建築確認申請手数料

　委託費（2,900千円)

    災害現場撮影カメラ設備構築委託料

　防災設備整備工事(5,320千円)

　　土のう倉庫建設工事等

　災害対策用備品購入費(6,100千円)

　　災害用簡易組立トイレ、可搬型衛星携帯電話
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事業実施におけ

る課題

　東日本大震災を契機に行政に求められる備蓄品が多様化しているため、備蓄品整

備計画の見直しを進めるとともに、今後も計画的に各種備蓄品の整備を実施していく

必要がある。

　また、行政の備蓄だけでは大規模な災害に対応できないため、住民に対しても生活

維持に必要な物資を備蓄しておくよう啓発を行う。
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　阪神淡路大震災を契機に、避難所に各種備蓄品の整備を開始し、２４年度は、災害

用仮設トイレ15基など予定どおり整備した。
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　東日本大震災の状況から東海・東南海・南海の３連動地震の発生を危惧した地震

災害の被害想定や、年々増えるゲリラ豪雨た大型台風の上陸など風水害の発生時

に、迅速な応急対応が可能な備えを計画的に進める必要がある。
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　備蓄品整備計画どおり各種備蓄品の整備を実施し、いざというときに地域住民が助

け合い、素早く災害対応ができる環境を整備する。
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維　持

　災害発生時には、ライフラインの途絶、物流の停滞などが考えられるため、生活維

持に必要な最低限の資機材を平常時から備蓄しておかなければならない。安全対策

や非常時への備えには、万全はないと思われるが、少なくとも備蓄品整備計画で目

標としている配備数を達成していない状況では、災害発生時の初期対応において不

備をきたす恐れが容易に想定される。
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の改善案

　災害時に必要な資機材等の備えを計画的に進め、地域住民が助け合い、素早く災

害対応できるように取り組む。


